
 

  

平成 25 年６月 24 日 

各   位 

東 京 都 新 宿 区 揚 場 町 2 番 1 号                     

大 興 電 子 通 信 株 式 会 社                       

代表取締役社長   津 玉 高 秀 

                                                  （コード番号８０２３ 東証第二部） 

問合せ先 
取締役 上席執行役員 

コーポレート本部長 山 寺  光 

（ＴＥＬ０３－３２６６－８１１１） 
 
 
（訂正）「平成 24 年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 
 

当社は、平成 25 年６月６日付の当社適時開示「調査結果の概算額および決算発表予定日について」

でお知らせしましたとおり、過年度決算短信の訂正作業を進めてまいりました。 

このたび、平成 23 年８月 10 日付「平成 24 年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」

の訂正作業が完了しましたので、訂正内容についてお知らせします。 

訂正箇所が多数に上るため、訂正前および訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線 を

付して表示しております。 

 

以 上 



 

  

【訂正後】 

平成24年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成23年８月10日 
上 場 会 社 名  大興電子通信株式会社 上場取引所 東 
コ ー ド 番 号  8023 ＵＲＬ http://www.daikodenshi.jp/ 
代 表 者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)津玉 高秀 
問合せ先責任者 (役職名)執行役員コーポレート本部長 (氏名)渡邊 高男 TEL(03)3266－8111 
四半期報告書提出予定日 平成23年８月12日 配当支払開始予定日 － 
四半期決算補足説明資料作成の有無 ：無 
四半期決算説明会開催の有無 ：無 

(百万円未満切捨て) 
１．平成24年３月期第１四半期の連結業績(平成23年４月１日～平成23年６月30日) 
(1)連結経営成績（累計） (％表示は、対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 

24年３月期第１四半期 

23年３月期第１四半期 

百万円 

6,242 

6,453 

％ 

△3.3 

9.0 

百万円

△474

△281

％ 

－ 

－ 

百万円

△487

△296

％ 

－ 

－ 

百万円 

△482 

△349 

％ 

－ 

－  
(注) 包括利益 24年３月期第１四半期 △501百万円(－％) 23年３月期第１四半期 △400百万円(－％) 
  

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 

24年３月期第１四半期 

23年３月期第１四半期 

円  銭 

△38.83 

△28.11 

円  銭 

－ 

－ 

 
(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

 

24年３月期第１四半期 

23年３月期 

百万円 

17,559 

19,409 

百万円 

2,366 

2,868 

％ 

13.0 

14.3 

（参考）自己資本 24年３月期第１四半期 2,276百万円   23年３月期 2,766百万円 
 

２．配当の状況 

 年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 

23年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

24年３月期 －     

24年３月期（予想）  0.00 － 0.00 0.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり

当期純利益

 

第２四半期（累計） 

通期 

百万円 

15,100 

33,900 

％ 

△1.7 

3.0 

百万円

180

940

％

1.8

50.1

百万円

150

900

％

△15.6

48.4

百万円

120

830

％ 

815.2 

104.6 

円 銭

9.65 

66.76 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 
 



 

  

４．その他 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 

 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 24年３月期１Ｑ 12,561,219株 23年３月期 12,561,219株

② 期末自己株式数 24年３月期１Ｑ 128,683株 23年３月期 127,596株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 24年３月期１Ｑ 12,433,351株 23年３月期１Ｑ 12,442,357株

 
※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短
信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

 
※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ペー
ジ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の発生以来、生産・輸出の大幅な減少、福島原発

事故に起因する電力供給の制限、継続する円高傾向など、景気の先行きに予断を許さない状況となりました。当情報

サービス業界も例外ではなく、厳しい経営環境が継続する中、企業の設備投資姿勢には一層の慎重さが増すこととな

りました。 

 こうした環境のなか、当社グループは「お客さま第一」と「品質向上」をすべての基本とする経営姿勢を継続しな

がら、主要なビジネスパートナーである富士通株式会社との継続的な連携強化による直近での販売促進、中堅企業を

対象とした独自のクラウドサービス提供を視野に入れた自社製品の開発強化などに取り組んでまいりましたが、中堅

企業における設備投資計画の見直しにともなう民間部門での受注減速のみならず、一部の公共部門におきましても、

震災の影響が見られました。 

  この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高73億15百万円（前年同期比88.0％）、売上高62億42百万円

（前年同期比96.7％）となりました。  

 部門別に概観いたしますと、情報通信機器部門では、震災以降メーカーからの納品遅れが一時的に影響しましたが、

期初の受注残高が比較的高水準であったことから、受注高20億47百万円（前年同期比93.2％）、売上高21億30百万円

（前年同期比101.7％）となりました。  

 ソリューションサービス部門は、受注高52億68百万円（前年同期比86.2％）、売上高41億11百万円（前年同期比94.3％）

となりました。同部門の内訳としては、ソフトウェアサービスでは、既存顧客を中心とした民需は堅調であったもの

の、公共部門におけるソフトウェア開発収入が減少したことにより、受注高34億69百万円（前年同期比85.4％）、売

上高23億96百万円（前年同期比97.5％）となりました。また、保守サービスでは、金融部門での減収に加え、単価の

下落が継続していることも影響し、受注高10億79百万円（前年同期比79.1％）、売上高12億20百万円（前年同期比95.8％）

となりました。最後に、ネットワーク工事では、保守サービスと同じく金融部門での減収により、受注高７億18百万

円（前年同期比104.6％）、売上高４億95百万円（前年同期比79.0％）となりました。   

 利益面につきましては、賃借料ほか固定費の削減を実施しましたが、販売活動にともなう変動費増に加え、将来の

損失可能性を見積評価したことによる受注損失引当金を追加計上したことにより、営業損失４億74百万円（前年同期

は営業損失２億81百万円）、経常損失４億87百万円（前年同期は経常損失２億96百万円）となりました。  

 なお、法人税、住民税及び事業税を計上した結果、四半期純損失につきましては、４億82百万円（前年同期は四半

期純損失３億49百万円）となりました。  

  

＜当社グループの四半期業績の特性について＞  

 情報サービス産業の特性として、ハードウェアならびにシステムの導入および更新が年度の節目である９月、３月

に集中する傾向にあるため、当社グループの売上高および利益は、第２四半期、第４四半期に増加する特性がありま

す。  

 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末より18億49百万円減少し、175億59百万円となりまし

た。この主な要因は、前連結会計年度末に集中した売上に係る債権が順調に回収されたことにより受取手形及び売掛

金が38億79百万円減少し、現金及び預金が11億34百万円増加したこと、及び仕掛品が８億58百万円増加したことであ

ります。  

 負債合計については、前連結会計年度末より13億48百万円減少し、151億92百万円となりました。この主な要因は、

支払手形及び買掛金が19億32百万円減少したことであります。  

 

  

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、７億37百万円の収入（前年同期は12億70百万円の収入）となりました。こ

れは主に売上債権の減少38億79百万円、仕入債務の減少19億32百万円及びたな卸資産の増加８億46百万円によるもの

であります。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、92百万円の支出（前年同期は43百万円の支出）であり、主に定期預金の預

入れによるものであります。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、４億36百万円の収入（前年同期は75百万円の収入）であり、主に社債発行

による収入によるものであります。  
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 これらの結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度の期末残高よ

り10億82百万円増加し、25億69百万円となりました。  

 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 業績予想は、平成23年５月13日公表時から変更しておりません。  

 当第１四半期の業績は、概ね計画どおり推移しておりますが、様々な要因によって予想数値と異なる可能性があり

ます。  

 今後、何らかの変化がある場合には適切に開示してまいります。  

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。 

  

（４）追加情報 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、当第１四半期連結累計期間において、営業損失４億74百万円（前年同期は営業損失２億81百万円）、

経常損失４億87百万円（前年同期は経常損失２億96百万円）、四半期純損失４億82百万円（前年同期は四半期純損失

３億49百万円）を計上しており、利益剰余金は△17億34百万円となっております。  

 このような状況により、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しておりますが、経営改善策を実施することで、

安定した収益基盤を確立することに加え、コスト削減策の実行で損益分岐点を引き下げることにより、継続企業の前

提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。なお、経営改善策の主な内容は以下のとおりであり

ます。 

 

①安定した収益基盤を確立するたの施策 

・顧客接点の増加による「お客さま第一」の具現化で、受注および売上の増加を図ります。 

・当社が扱う商品やソリューションに限らず、人・物・仕事のすべてにおいて徹底的に品質にこだわる経営を進

めることで、非効率をなくし利益率を向上します。 

・富士通株式会社との連携をさらに強化することで既存ビジネスを拡大します。 

・自社製品を活かした中堅企業向けのクラウドビジネスを確立しご提供します。 

・新設したマーケティング本部の機能を活かし、新商品ならびに新サービスの調査、企画、開発を加速するとと

もに、ベンダーおよびパートナーの開発にも取り組みます。 

②損益分岐点を引き下げる経費削減策 

・平成22年４月23日開催の当社取締役会において、現行の退職金制度における従業員への支給額を一律70％に減

額することを決議し、平成22年４月より適用しております。本制度の改定にともない退職給付債務が減少し過

去勤務債務が16億79百万円発生するため、平成24年３月期において、退職給付費用が８億39百万円減少いたし

ます。 

・本社及び支店における、事務所賃借料の抑制を継続いたします。  

・人員の直間比率を見直し、徹底的に直接部門を支援する体制の構築・運用を実現します。 
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４．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

        前連結会計年度 

(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成23年６月30日) 

資産の部 
  流動資産 
    現金及び預金 1,661,874 2,796,646
    受取手形及び売掛金 8,200,714 4,321,430
    機器及び材料 15,818 4,359
    仕掛品 5,398,847 6,257,136
    その他 354,561 400,099
    貸倒引当金 △5,132 △4,781
    流動資産合計 15,626,683 13,774,891
  固定資産 
    有形固定資産 1,335,613 1,327,943
    無形固定資産 270,118 290,762
    投資その他の資産 
      投資有価証券 1,502,892 1,479,694
      その他 712,757 718,881
      貸倒引当金 △46,753 △46,661
      投資その他の資産合計 2,168,896 2,151,914
    固定資産合計 3,774,628 3,770,621
  繰延資産 7,833 13,760
  資産合計 19,409,146 17,559,273

負債の部 
  流動負債 
    支払手形及び買掛金 5,456,000 3,523,675
    短期借入金 2,225,000 2,375,000
    1年内償還予定の社債 265,200 364,200
    1年内返済予定の長期借入金 68,000 33,600
    未払法人税等 62,289 17,659
    賞与引当金 409,000 146,900
    製品保証引当金 2,600 2,500
    その他 968,187 1,595,631
    流動負債合計 9,456,277 8,059,166
  固定負債 
    社債 137,000 338,000
    長期借入金 30,000 66,400
    繰延税金負債 118,039 115,180
    退職給付引当金 6,576,896 6,388,922
    役員退職慰労引当金 45,925 51,458
    手数料返還引当金 6,000 5,000
    その他 170,682 168,591
    固定負債合計 7,084,544 7,133,552
  負債合計 16,540,822 15,192,719
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（単位：千円）

      前連結会計年度 

(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成23年６月30日) 

純資産の部 
  株主資本 
    資本金 3,654,257 3,654,257
    資本剰余金 272,811 272,811
    利益剰余金 △1,251,876 △1,734,723
    自己株式 △28,923 △29,149
    株主資本合計 2,646,268 2,163,195
  その他の包括利益累計額 
    その他有価証券評価差額金 120,229 113,536
    その他の包括利益累計額合計 120,229 113,536
  少数株主持分 101,826 89,822
  純資産合計 2,868,324 2,366,554

負債純資産合計 19,409,146 17,559,273
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

    
前第１四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 6,453,137 6,242,027

売上原価 5,373,603 5,187,054

売上総利益 1,079,534 1,054,972

販売費及び一般管理費 1,361,362 1,529,606

営業損失（△） △281,828 △474,634

営業外収益 
  受取利息 493 82
  受取配当金 9,567 9,198
  その他 4,912 8,448
  営業外収益合計 14,973 17,728

営業外費用 
  支払利息 13,798 16,016
  持分法による投資損失 11,199 10,949
  その他 4,389 4,067
  営業外費用合計 29,388 31,033

経常損失（△） △296,243 △487,939

特別利益 
  貸倒引当金戻入額 1,093 －
  特別利益合計 1,093 －

特別損失 
  投資有価証券評価損 46,930 －
  特別損失合計 46,930 －

税金等調整前四半期純損失（△） △342,080 △487,939

法人税、住民税及び事業税 5,761 6,911

法人税等合計 5,761 6,911

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △347,842 △494,850

少数株主利益又は損失（△） 1,888 △12,003

四半期純損失（△） △349,730 △482,846
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（四半期連結包括利益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

    
前第１四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △347,842 △494,850

その他の包括利益 
  その他有価証券評価差額金 △52,523 △6,694
  持分法適用会社に対する持分相当額 － 1
  その他の包括利益合計 △52,523 △6,693

四半期包括利益 △400,365 △501,543

（内訳） 
  親会社株主に係る四半期包括利益 △402,253 △489,539
  少数株主に係る四半期包括利益 1,888 △12,003
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

    
前第１四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
  税金等調整前四半期純損失（△） △342,080 △487,939
  減価償却費 29,817 36,024
  賞与引当金の増減額（△は減少） △231,400 △262,100
  貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,148 △443
  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △91,864 5,532
  退職給付引当金の増減額（△は減少） △363,240 △187,974
  受取利息及び受取配当金 △10,060 △9,280
  支払利息 13,798 16,016
  持分法による投資損益（△は益） 11,199 10,949
  投資有価証券評価損益（△は益） 46,930 －
  売上債権の増減額（△は増加） 3,825,044 3,879,363
  たな卸資産の増減額（△は増加） △662,111 △846,830
  仕入債務の増減額（△は減少） △1,481,689 △1,932,325
  その他 602,063 567,481
  小計 1,345,258 788,474
  利息及び配当金の受取額 10,208 9,839
  利息の支払額 △12,853 △18,911
  法人税等の支払額 △72,459 △41,520
  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,270,153 737,881

投資活動によるキャッシュ・フロー 
  定期預金の預入による支出 △24,773 △76,043
  定期預金の払戻による収入 － 24,276
  有形固定資産の取得による支出 △290 △3,376
  投資有価証券の取得による支出 △177 △177
  無形固定資産の取得による支出 △14,543 △41,280
  その他 △3,949 4,498
  投資活動によるキャッシュ・フロー △43,733 △92,102

財務活動によるキャッシュ・フロー 
  短期借入れによる収入 100,000 800,000
  短期借入金の返済による支出 － △650,000
  長期借入れによる収入 － 100,000
  長期借入金の返済による支出 △17,000 △98,000
  リース債務の返済による支出 △7,275 △7,663
  社債の発行による収入 － 292,665
  自己株式の取得による支出 △165 △226
  財務活動によるキャッシュ・フロー 75,559 436,775

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,301,978 1,082,554

現金及び現金同等物の期首残高 2,349,087 1,486,598

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,651,066 2,569,153
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（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。  

  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。  

  

（６）重要な後発事象 

  当社は、平成23年７月22日開催の取締役会において、一時金と適格退職年金からなる退職給付制度を平成23年９月

１日より一時金と定額制の確定給付企業年金へ移行することを決議し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を適用する予定であります。なお、６月28日付けで厚生労働省へ認可申請を行って

おります。  

 本移行に伴い退職給付債務が減少し、過去勤務債務が１億57百万円発生する見込みであるため、これをその発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２年）による定額法により按分した額を退職給付費用の減額

として処理する予定であります。 
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５．補足情報 

(1)受注及び販売の状況 

 ①連結受注実績 

(単位：千円)  

期別 当第１四半期 前第１四半期 対前年

同期 

増減率 

前連結会計年度 

(23.4.1～23.6.30) (22.4.1～22.6.30) (22.4.1～23.3.31) 

 部門・品目 受注高 構成比 受注高 構成比 受注高 構成比

  

  

  

 情報通信機器 

  %   % %   %

2,047,613 28.0 2,196,996 26.4 △6.8 11,884,518 34.0

ソリュー 

ション 

サービス  

 ソフトウェアサービス 3,469,873 47.4 4,061,096 48.9 △14.6 15,117,968 43.2

 保守サービス 1,079,675 14.8 1,364,678 16.4 △20.9 5,168,413 14.8

 ネットワーク工事 718,691 9.8 687,190 8.3 4.6 2,804,378 8.0

  小    計 5,268,240 72.0 6,112,965 73.6 △13.8 23,090,761 66.0

合    計 7,315,854 100.0 8,309,962 100.0 △12.0 34,975,279 100.0

  

②連結販売実績 

(単位：千円) 

期別 当第１四半期 前第１四半期 対前年

同期 

増減率 

前連結会計年度 

(23.4.1～23.6.30) (22.4.1～22.6.30) (22.4.1～23.3.31) 

 部門・品目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

  

  

  

 情報通信機器 

  %   % %   %

2,130,358 34.1 2,094,987 32.5 1.7 11,123,029 33.8

ソリュー 

ション 

サービス  

 ソフトウェアサービス 2,396,134 38.4 2,457,755 38.1 △2.5 13,787,619 41.9

 保守サービス 1,220,334 19.6 1,273,270 19.7 △4.2 5,244,623 15.9

 ネットワーク工事 495,199 7.9 627,124 9.7 △21.0 2,762,253 8.4

  小    計 4,111,668 65.9 4,358,150 67.5 △5.7 21,794,495 66.2

合    計 6,242,027 100.0 6,453,137 100.0 △3.3 32,917,524 100.0

  

(2) 訴訟 

 当社は、平成22年８月11日（訴状送達日：平成22年８月25日）、愛知電機株式会社から、当社との間に締結された平

成17年12月19日付「システム構築契約」に関して、当社の債務不履行により損害が生じたとして、金４億95百万円およ

びこれに対する遅延損害金の支払を求める訴訟を名古屋地方裁判所に提起されました。  

 これに対し当社は、債務不履行はないと認識しており、愛知電機株式会社が提起した本訴に対し、請求棄却を求めて

おります。さらに、平成22年10月25日、同社の依頼により同社の新基幹システムの開発作業を行ったことに関する報酬

金４億50百万円およびこれに対する遅延損害金を請求する反訴を名古屋地方裁判所に対して提起いたしました。  

 現在、審理が進行中ですが、当社は、裁判で当社の正当性を主張していく方針です。なお、本件訴訟による当社の経

営成績に及ぼす影響は現時点では不明であります。 
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【訂正前】 

平成24年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成23年８月10日 
上 場 会 社 名  大興電子通信株式会社 上場取引所 東 
コ ー ド 番 号  8023 ＵＲＬ http://www.daikodenshi.jp/ 
代 表 者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)津玉 高秀 
問合せ先責任者 (役職名)執行役員コーポレート本部長 (氏名)渡邊 高男 TEL(03)3266－8111 
四半期報告書提出予定日 平成23年８月12日 配当支払開始予定日 － 
四半期決算補足説明資料作成の有無 ：無 
四半期決算説明会開催の有無 ：無 

(百万円未満切捨て) 
１．平成24年３月期第１四半期の連結業績(平成23年４月１日～平成23年６月30日) 
(1)連結経営成績（累計） (％表示は、対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 

24年３月期第１四半期 

23年３月期第１四半期 

百万円 

6,242 

6,453 

％ 

△3.3 

9.0 

百万円

△477

△289

％ 

－ 

－ 

百万円

△490

△303

％ 

－ 

－ 

百万円 

△485 

△353 

％ 

－ 

－  
(注) 包括利益 24年３月期第１四半期 △504百万円(－％) 23年３月期第１四半期 △407百万円(－％) 
  

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 

24年３月期第１四半期 

23年３月期第１四半期 

円  銭 

△39.05 

△28.45 

円  銭 

－ 

－ 

 
(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

 

24年３月期第１四半期 

23年３月期 

百万円 

17,561 

19,414 

百万円 

2,371 

2,876 

％ 

13.0 

14.3 

（参考）自己資本 24年３月期第１四半期 2,281百万円   23年３月期 2,774百万円 
 

２．配当の状況 

 年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 

23年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

24年３月期 －     

24年３月期（予想）  0.00 － 0.00 0.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり

当期純利益

 

第２四半期（累計） 

通期 

百万円 

15,100 

33,900 

％ 

△1.7 

3.0 

百万円

180

940

％

1.3

49.8

百万円

150

900

％

△16.0

48.1

百万円

120

830

％ 

756.4 

104.1 

円 銭

9.65 

66.76 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 



 

  

４．その他 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 

 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 24年３月期１Ｑ 12,561,219株 23年３月期 12,561,219株

② 期末自己株式数 24年３月期１Ｑ 128,683株 23年３月期 127,596株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 24年３月期１Ｑ 12,433,351株 23年３月期１Ｑ 12,442,357株

 
※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短
信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

 
※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ペー
ジ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の発生以来、生産・輸出の大幅な減少、福島原

発事故に起因する電力供給の制限、継続する円高傾向など、景気の先行きに予断を許さない状況となりました。当

情報サービス業界も例外ではなく、厳しい経営環境が継続する中、企業の設備投資姿勢には一層の慎重さが増すこ

ととなりました。 

 こうした環境のなか、当社グループは「お客さま第一」と「品質向上」をすべての基本とする経営姿勢を継続し

ながら、主要なビジネスパートナーである富士通株式会社との継続的な連携強化による直近での販売促進、中堅企

業を対象とした独自のクラウドサービス提供を視野に入れた自社製品の開発強化などに取り組んでまいりました

が、中堅企業における設備投資計画の見直しにともなう民間部門での受注減速のみならず、一部の公共部門におき

ましても、震災の影響が見られました。 

  この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高73億15百万円（前年同期比88.0％）、売上高62億42百万

円（前年同期比96.7％）となりました。  

 部門別に概観いたしますと、情報通信機器部門では、震災以降メーカーからの納品遅れが一時的に影響しました

が、期初の受注残高が比較的高水準であったことから、受注高20億47百万円（前年同期比93.2％）、売上高21億30

百万円（前年同期比101.7％）となりました。  

 ソリューションサービス部門は、受注高52億68百万円（前年同期比86.2％）、売上高41億11百万円（前年同期比

94.3％）となりました。同部門の内訳としては、ソフトウェアサービスでは、既存顧客を中心とした民需は堅調で

あったものの、公共部門におけるソフトウェア開発収入が減少したことにより、受注高34億69百万円（前年同期比

85.4％）、売上高23億96百万円（前年同期比97.5％）となりました。また、保守サービスでは、金融部門での減収

に加え、単価の下落が継続していることも影響し、受注高10億79百万円（前年同期比79.1％）、売上高12億20百万

円（前年同期比95.8％）となりました。最後に、ネットワーク工事では、保守サービスと同じく金融部門での減収

により、受注高７億18百万円（前年同期比104.6％）、売上高４億95百万円（前年同期比79.0％）となりました。   

 利益面につきましては、賃借料ほか固定費の削減を実施しましたが、販売活動にともなう変動費増に加え、将来

の損失可能性を見積評価したことによる受注損失引当金を追加計上したことにより、営業損失４億77百万円（前年

同期は営業損失２億89百万円）、経常損失４億90百万円（前年同期は経常損失３億３百万円）となりました。  

 なお、法人税、住民税及び事業税を計上した結果、四半期純損失につきましては、４億85百万円（前年同期は四

半期純損失３億53百万円）となりました。  

 

  

＜当社グループの四半期業績の特性について＞  

 情報サービス産業の特性として、ハードウェアならびにシステムの導入および更新が年度の節目である９月、３

月に集中する傾向にあるため、当社グループの売上高および利益は、第２四半期、第４四半期に増加する特性があ

ります。  

 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末より18億52百万円減少し、175億61百万円となりま

した。この主な要因は、前連結会計年度末に集中した売上に係る債権が順調に回収されたことにより受取手形及び

売掛金が38億79百万円減少し、現金及び預金が11億34百万円増加したこと、及び仕掛品が８億55百万円増加したこ

とであります。  

 負債合計については、前連結会計年度末より13億48百万円減少し、151億89百万円となりました。この主な要因は、

支払手形及び買掛金が19億32百万円減少したことであります。  

 

  

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、７億37百万円の収入（前年同期は12億70百万円の収入）となりました。

これは主に売上債権の減少38億79百万円、仕入債務の減少19億32百万円及びたな卸資産の増加８億44百万円による

ものであります。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、92百万円の支出（前年同期は43百万円の支出）であり、主に定期預金の

預入れによるものであります。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、４億36百万円の収入（前年同期は75百万円の収入）であり、主に社債発
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行による収入によるものであります。  

 これらの結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度の期末残高

より10億82百万円増加し、25億69百万円となりました。  

 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 業績予想は、平成23年５月13日公表時から変更しておりません。  

 当第１四半期の業績は、概ね計画どおり推移しておりますが、様々な要因によって予想数値と異なる可能性があ

ります。  

 今後、何らかの変化がある場合には適切に開示してまいります。  

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。 

  

（４）追加情報 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、当第１四半期連結累計期間において、営業損失４億77百万円（前年同期は営業損失２億89百万

円）、経常損失４億90百万円（前年同期は経常損失３億３百万円）、四半期純損失４億85百万円（前年同期は四半

期純損失３億53百万円）を計上しており、利益剰余金は△17億29百万円となっております。  

 このような状況により、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しておりますが、経営改善策を実施すること

で、安定した収益基盤を確立することに加え、コスト削減策の実行で損益分岐点を引き下げることにより、継続企

業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。なお、経営改善策の主な内容は以下のとお

りであります。 

 

①安定した収益基盤を確立するたの施策 

・顧客接点の増加による「お客さま第一」の具現化で、受注および売上の増加を図ります。 

・当社が扱う商品やソリューションに限らず、人・物・仕事のすべてにおいて徹底的に品質にこだわる経営を

進めることで、非効率をなくし利益率を向上します。 

・富士通株式会社との連携をさらに強化することで既存ビジネスを拡大します。 

・自社製品を活かした中堅企業向けのクラウドビジネスを確立しご提供します。 

・新設したマーケティング本部の機能を活かし、新商品ならびに新サービスの調査、企画、開発を加速すると

ともに、ベンダーおよびパートナーの開発にも取り組みます。 

②損益分岐点を引き下げる経費削減策 

・平成22年４月23日開催の当社取締役会において、現行の退職金制度における従業員への支給額を一律70％に

減額することを決議し、平成22年４月より適用しております。本制度の改定にともない退職給付債務が減少

し過去勤務債務が16億79百万円発生するため、平成24年３月期において、退職給付費用が８億39百万円減少

いたします。 

・本社及び支店における、事務所賃借料の抑制を継続いたします。  

・人員の直間比率を見直し、徹底的に直接部門を支援する体制の構築・運用を実現します。  
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４．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

        前連結会計年度 

(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間

(平成23年６月30日) 

資産の部 
  流動資産 
    現金及び預金 1,661,874 2,796,646
    受取手形及び売掛金 8,200,714 4,321,430
    機器及び材料 15,818 4,359
    仕掛品 5,403,724 6,259,314
    その他 354,561 400,099
    貸倒引当金 △5,132 △4,781
    流動資産合計 15,631,561 13,777,069
  固定資産 
    有形固定資産 1,335,613 1,327,943
    無形固定資産 270,118 290,762
    投資その他の資産 
      投資有価証券 1,502,892 1,479,694
      その他 712,757 718,881
      貸倒引当金 △46,753 △46,661
      投資その他の資産合計 2,168,896 2,151,914
    固定資産合計 3,774,628 3,770,621
  繰延資産 7,833 13,760
  資産合計 19,414,024 17,561,451

負債の部 
  流動負債 
    支払手形及び買掛金 5,456,000 3,523,675
    短期借入金 2,225,000 2,375,000
    1年内償還予定の社債 265,200 364,200
    1年内返済予定の長期借入金 68,000 33,600
    未払法人税等 59,289 14,659
    賞与引当金 409,000 146,900
    製品保証引当金 2,600 2,500
    その他 968,187 1,595,631
    流動負債合計 9,453,277 8,056,166
  固定負債 
    社債 137,000 338,000
    長期借入金 30,000 66,400
    繰延税金負債 118,039 115,180
    退職給付引当金 6,576,896 6,388,922
    役員退職慰労引当金 45,925 51,458
    手数料返還引当金 6,000 5,000
    その他 170,682 168,591
    固定負債合計 7,084,544 7,133,552
  負債合計 16,537,822 15,189,719
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（単位：千円）

      前連結会計年度 

(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間

(平成23年６月30日) 

純資産の部 
  株主資本 
    資本金 3,654,257 3,654,257
    資本剰余金 272,811 272,811
    利益剰余金 △1,243,998 △1,729,545
    自己株式 △28,923 △29,149
    株主資本合計 2,654,145 2,168,372
  その他の包括利益累計額 
    その他有価証券評価差額金 120,229 113,536
    その他の包括利益累計額合計 120,229 113,536
  少数株主持分 101,826 89,822
  純資産合計 2,876,202 2,371,732

負債純資産合計 19,414,024 17,561,451
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

    
前第１四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 6,453,137 6,242,027

売上原価 5,373,603 5,189,754

売上総利益 1,079,534 1,052,272

販売費及び一般管理費 1,368,956 1,529,606

営業損失（△） △289,422 △477,334

営業外収益 
  受取利息 493 82
  受取配当金 9,567 9,198
  その他 4,912 8,448
  営業外収益合計 14,973 17,728

営業外費用 
  支払利息 13,798 16,016
  持分法による投資損失 11,199 10,949
  その他 4,389 4,067
  営業外費用合計 29,388 31,033

経常損失（△） △303,837 △490,639

特別利益 
  貸倒引当金戻入額 1,093 －
  特別利益合計 1,093 －

特別損失 
  投資有価証券評価損 46,930 －
  特別損失合計 46,930 －

税金等調整前四半期純損失（△） △349,674 △490,639

法人税、住民税及び事業税 5,761 6,911

法人税等合計 5,761 6,911

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △355,436 △497,550

少数株主損失（△） △1,487 △12,003

四半期純損失（△） △353,948 △485,546
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（四半期連結包括利益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

    
前第１四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △355,436 △497,550

その他の包括利益 
  その他有価証券評価差額金 △52,523 △6,694
  持分法適用会社に対する持分相当額 － 1
  その他の包括利益合計 △52,523 △6,693

四半期包括利益 △407,959 △504,243

（内訳） 
  親会社株主に係る四半期包括利益 △406,472 △492,239
  少数株主に係る四半期包括利益 △1,487 △12,003
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

    
前第１四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
  税金等調整前四半期純損失（△） △349,674 △490,639
  減価償却費 29,817 36,024
  賞与引当金の増減額（△は減少） △231,400 △262,100
  貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,148 △443
  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △91,864 5,532
  退職給付引当金の増減額（△は減少） △363,240 △187,974
  受取利息及び受取配当金 △10,060 △9,280
  支払利息 13,798 16,016
  持分法による投資損益（△は益） 11,199 10,949
  投資有価証券評価損益（△は益） 46,930 －
  売上債権の増減額（△は増加） 3,825,044 3,879,363
  たな卸資産の増減額（△は増加） △662,111 △844,130
  仕入債務の増減額（△は減少） △1,481,689 △1,932,325
  その他 609,657 567,481
  小計 1,345,258 788,474
  利息及び配当金の受取額 10,208 9,839
  利息の支払額 △12,853 △18,911
  法人税等の支払額 △72,459 △41,520
  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,270,153 737,881

投資活動によるキャッシュ・フロー 
  定期預金の預入による支出 △24,773 △76,043
  定期預金の払戻による収入 － 24,276
  有形固定資産の取得による支出 △290 △3,376
  投資有価証券の取得による支出 △177 △177
  無形固定資産の取得による支出 △14,543 △41,280
  その他 △3,949 4,498
  投資活動によるキャッシュ・フロー △43,733 △92,102

財務活動によるキャッシュ・フロー 
  短期借入れによる収入 100,000 800,000
  短期借入金の返済による支出 － △650,000
  長期借入れによる収入 － 100,000
  長期借入金の返済による支出 △17,000 △98,000
  リース債務の返済による支出 △7,275 △7,663
  社債の発行による収入 － 292,665
  自己株式の取得による支出 △165 △226
  財務活動によるキャッシュ・フロー 75,559 436,775

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,301,978 1,082,554

現金及び現金同等物の期首残高 2,349,087 1,486,598

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,651,066 2,569,153
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（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。  

  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。  

  

（６）重要な後発事象 

  当社は、平成23年７月22日開催の取締役会において、一時金と適格退職年金からなる退職給付制度を平成23年９

月１日より一時金と定額制の確定給付企業年金へ移行することを決議し、「退職給付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用する予定であります。なお、６月28日付けで厚生労働省へ認可申請

を行っております。  

 本移行に伴い退職給付債務が減少し、過去勤務債務が１億57百万円発生する見込みであるため、これをその発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２年）による定額法により按分した額を退職給付費用の

減額として処理する予定であります。 
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５．補足情報 

(1)受注及び販売の状況 

 ①連結受注実績 

(単位：千円)  

期別 当第１四半期 前第１四半期 対前年

同期 

増減率 

前連結会計年度 

(23.4.1～23.6.30) (22.4.1～22.6.30) (22.4.1～23.3.31)

 部門・品目 受注高 構成比 受注高 構成比 受注高 構成比

  

  

  

 情報通信機器 

  %   % %   %

2,047,613 28.0 2,196,996 26.4 △6.8 11,884,518 34.0

ソリュー 

ション 

サービス  

 ソフトウェアサービス 3,469,873 47.4 4,061,096 48.9 △14.6 15,117,968 43.2

 保守サービス 1,079,675 14.8 1,364,678 16.4 △20.9 5,168,413 14.8

 ネットワーク工事 718,691 9.8 687,190 8.3 4.6 2,804,378 8.0

  小    計 5,268,240 72.0 6,112,965 73.6 △13.8 23,090,761 66.0

合    計 7,315,854 100.0 8,309,962 100.0 △12.0 34,975,279 100.0

  

②連結販売実績 

(単位：千円) 

期別 当第１四半期 前第１四半期 対前年

同期 

増減率 

前連結会計年度 

(23.4.1～23.6.30) (22.4.1～22.6.30) (22.4.1～23.3.31)

 部門・品目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

  

  

  

 情報通信機器 

  %   % %   %

2,130,358 34.1 2,094,987 32.5 1.7 11,123,029 33.8

ソリュー 

ション 

サービス  

 ソフトウェアサービス 2,396,134 38.4 2,457,755 38.1 △2.5 13,787,619 41.9

 保守サービス 1,220,334 19.6 1,273,270 19.7 △4.2 5,244,623 15.9

 ネットワーク工事 495,199 7.9 627,124 9.7 △21.0 2,762,253 8.4

  小    計 4,111,668 65.9 4,358,150 67.5 △5.7 21,794,495 66.2

合    計 6,242,027 100.0 6,453,137 100.0 △3.3 32,917,524 100.0

  

(2) 訴訟 

 当社は、平成22年８月11日（訴状送達日：平成22年８月25日）、愛知電機株式会社から、当社との間に締結された

平成17年12月19日付「システム構築契約」に関して、当社の債務不履行により損害が生じたとして、金４億95百万円

およびこれに対する遅延損害金の支払を求める訴訟を名古屋地方裁判所に提起されました。  

 これに対し当社は、債務不履行はないと認識しており、愛知電機株式会社が提起した本訴に対し、請求棄却を求め

ております。さらに、平成22年10月25日、同社の依頼により同社の新基幹システムの開発作業を行ったことに関する

報酬金４億50百万円およびこれに対する遅延損害金を請求する反訴を名古屋地方裁判所に対して提起いたしました。  

 現在、審理が進行中ですが、当社は、裁判で当社の正当性を主張していく方針です。なお、本件訴訟による当社の

経営成績に及ぼす影響は現時点では不明であります。 
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